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研究要旨： 
目的：変性性の認知症疾患においてアルツハイマー病に次いで2番目に多いとされるレビー小体型認知症

（Dementia with Lewy bodies; DLB）について、認知機能の低下あるいは認知症の進行と生活行為障害との
関連を検討することを目的とした。 

対象：2007年4月から2014年11月までの間に、熊本大学医学部附属病院神経精神科認知症専門外来を初診
し、DLB と診断された連続例109名（男性45名、女性64名）を対象とした。 

方法：上記専門外来の前向きデータベースを使用し、ADL、IADL の評価には Physical Self-Maintenance 
Scale、Lawton Instrumental Activities of Daily Living Scale を用い、それぞれの生活行為における完全自立
者の割合を、MMSE 得点別と CDR sum of boxes 別に算出し、比較検討した。 

結果： DLB 患者においては、ADL の自立度は認知機能障害あるいは認知症の進行に伴い移動能力がもっと
も低下しやすく、次に排泄、着替えおよび入浴が続き、食事は他の生活行為と比べ維持されやすかった。
IADL においては、認知機能障害が軽度であっても完全自立の割合は洗濯を除いて50−60％程度、中等度
となると40％を下回っていた。さらに病初期から急速に、特に金銭管理において自立度の低下がみられた。 

まとめ：認知機能障害および認知症の進行に伴う ADL/IADL の自立度の低下について、DLB 患者における特
徴と思われる点を明らかにした。今後はさらに個々の生活行為障害の詳細を検討し、リハビリテーション介入
の焦点を明確にしていく必要がある。 

A．研究目的 
厚生労働省は新オレンジプランにおいて、「認知

症の人の意思が尊重された地域生活の実現」を掲
げており、今後も増加の一途をたどる認知症者が、
質の高い在宅生活を継続していくための支援につ
いて検討することの必要性を強調している。認知症
者の在宅生活を困難にする要因となることが多い
のは、食事・入浴・排泄等の基本的な ADL や、家
事・外出等の IADL を含めた日常の生活行為の障
害（以下、生活行為障害）である。認知症者の生活
行為障害は、認知症の中核症状である認知機能障
害、あるいは併存する運動障害などに伴い出現す
る。それらの認知症症状は認知症の背景疾患によ
って大きく異なっているため、出現する生活行為障
害も背景疾患によってその内容、出現時期を異に
することは想像に容易い。 

本研究では、変性性の認知症疾患においてアル
ツハイマー病に次いで2番目に多いとされるレビー
小体型認知症（Dementia with Lewy bodies; DLB）
について、認知機能の低下あるいは認知症の進行
と生活行為障害との関連を検討することを目的とし
た。 

 

B．研究方法 
【対象】 
 2007年4月から2014年11月までの間に、熊本大学
医学部附属病院神経精神科認知症専門外来を初
診し、DLB と診断された連続例109名（男性45名、
女性64名）を対象とした。 
【方法】 

上記専門外来の前向きデータベースを使用した。
全例に Mini-Mental State Examination（MMSE）、
Clinical Dementia Rating（CDR）を実施し、認知機
能、認知症重症度を評価した。ADL の評価には
Physical Self-Maintenance Scale（PSMS）を用い、排
泄、食事、着替え、身繕い、移動能力および入浴
の6項目における自立度を評価した。また IADL の
評価には Lawton Instrumental Activities of Daily 
Living Scale（IADL）を用い、電話の使い方、買い
物、食事の支度、家事、洗濯、移動・外出、服薬の
管理および金銭の管理の8項目における自立度を
評価した。PSMS および IADL は、それぞれの項目
で完全自立から部分的に自立、まったく自立不可
能まで、本人の自立の程度を3つから5つの自立度



 

 

から選ぶ評価尺度となっている。本研究では完全
自立のみを取り扱い、それぞれの生活行為におけ
る完全自立者の割合を、MMSE 得点と CDR sum 
of boxes（CDR-SOB）得点別に算出した。なお、
MMSE 得点における完全自立者の割合を示す折
れ線グラフにおいては、より滑らかなグラフにするた
めに各得点の対象者には前後1点の対象者も含む
こととした。また、MMSE10点以下は対象者が少な
いため、すべて10点とみなした。なお、前後1点を
合わせても対象者が2名以下の場合には、未算出
とした。ただし、折れ線が途中で切れてしまう場合
には、その前後の数値の平均点を代入して補った。 
（倫理面への配慮） 

熊本大学認知症データベースの作成、または使
用するに当たって、調査対象者には十分に説明を
行い、自由意志にて研究の同意書を交わした。ま
た認知症のため適切に判断ができない場合は、代
理人から承認を得ている。 

研究に実施に際して、得られた個人情報は連結不
可能匿名化し、厳重に保管している。 

 

C．研究結果 
対象となった DLB 患者の平均年齢は79.2±5.4

才、MMSE の平均得点は19.1±5.2点であった。 
MMSE 得点別の PSMS の完全自立者の割合を

示すグラフを図1に示す。MMSE 得点の低下にとも
ない、移動能力の完全自立の割合の低下が他の
生活行為より目立ち、次に排泄、着替えおよび入
浴が概ね同レベルで続き、食事については他と比
較し保たれやすかった。MMSE 得点が20点台と認
知機能障害が軽度であっても、移動能力において
完全自立の割合は60％程度であり、排泄、着替え
および身繕いにおいても約80％であった。MMSE
得点が10点台になると多くの生活行為において完
全自立の割合は50％前後あるいはそれ以下であっ
た。 

MMSE 得点別の IADL の完全自立者の割合を
示すグラフを図2に示す。IADL においては、
MMSE 得点が20点台後半であっても洗濯を除く電
話、買い物、移動外出、服薬、金銭管理、家事にお
いては完全自立の割合が50−60％程度であり、20
点を下回ると洗濯を除く全ての生活行為において、
完全自立の割合は40％を下回った。MMSE 得点
が15点を下回ると洗濯以外の生活行為の完全自立
の割合は約20％あるいはそれ以下であった。 

CDR-SOB 得点別の PSMS、IADL の完全自立
者の割合を示すグラフを図3、図4に示す。傾向とし
ては MMSE 得点別の結果と類似していたが、
IADL においては、認知症重症度がごく軽度とされ
る CDR-SOB4点以下において洗濯を除いて急速
に完全自立の割合が減じており、なかでも金銭管
理が他の生活行為障害と比較しても減少傾向が目

立った。 
 

D．考察 
 DLB 患者においては、ADL の自立度は認知機
能障害あるいは認知症の進行に伴い移動能力がも
っとも低下しやすく、次に排泄、着替えおよび入浴
が続き、食事は他の生活行為と比べ維持されやす
かった。移動能力は認知機能障害が軽症において
も完全自立は約60％にとどまり、DLB の中核症状
であるパーキンソニズムの影響が考えられた。
MMSE 得点が10点台となり認知機能障害が中等
度となると、多くの ADL の自立度は50％前後ある
いはそれ以下となり、幅広い生活行為で援助を要
すことがわかる。 
 また、IADL においては、認知機能障害が軽度で
あっても完全自立の割合は洗濯を除いて50−60％
程度、中等度となると40％を下回っていた。さらに
病初期から急速に、特に金銭管理において自立度
の低下がみられた。これらは DLB 患者に目立ちや
すい遂行機能障害による IADL の侵されやすさを
示している可能性がある。 
 

E．結論 
認知機能障害および認知症の進行に伴う

ADL/IADL の自立度の低下について、DLB 患者
における特徴と思われる点を明らかにした。今後は
さらに個々の生活行為障害の詳細を検討し、リハビ
リテーション介入の焦点を明確にしていく必要があ
る。 
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